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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 昨日

に引き続き、市政に対する一般質問を行いま

す。

髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） おはようございま

す。

市民クラブ髙橋武志でございます。本日

は、私一人の一般質問ということで、大変複

雑な気持ちで、頑張らせていただきます。

今年最後の一般質問のトリということで、

これもまた、大変私はうれしく思っていると

ころでございます。これから淡々と質問をさ

せていただきますので、よろしくお願いいた

します。

それでは、通告に従いまして、選挙問題の

１８歳選挙権に向けた主権者教育について質

問いたします。

選挙権年齢を２０歳以上から１８歳に引き

下げる公職選挙法の改正が、去る６月１７日

成立いたしました。

この公職選挙法の改正で、主権者教育に市

民の関心が高く、特に教育は地域住民にとっ

て身近な行政分野であります。１８歳まで選

挙権が引き下げられたことがニュースとして

大きく報じられています。地方自治法、漁業

法についても、選挙年齢を引き下げる改正が

行われ、地方自治体の首長や議会の選挙など

も対象となります。

一方、従来の公職選挙法で定められていた

農業委員会委員の選出方法が、農業協同組合

法等の一部改正で、公職選挙制から市町村長

の選任制に改正され、２８年４月１日から、

来年の春から、これは施行されることになり

ました。

改正公職選挙法が公布されてから１年後の

来年６月１９日施行となるため、来年の夏に

予定されている参議院議員への適用が想定さ

れています。

この法律の改正で、主権者教育の重要性を

指摘するものの、多くの課題も報じられ、１

８歳になってから主権者教育をやったのでは

遅いのではないのか、小中学生の時期から始

めるべきだが、小中学生は教員の意見に影響

されやすいなど、また、政治的中立性を求め

る声や、教える側の学校現場からも、その対

応に不安視する声もあります。

ことし、第１回定例会で、太田議員が公職

選挙案が今国会で成立することが確実と見ら

れていると前置きしながら、１８歳主権者教

育について一般質問をされました。重複する

点もあるかと思いますが、本日は公職選挙法

の改正が国会で成立したことを踏まえて、簡

潔に要点を絞り、質問いたします。

選挙年齢が１８歳と引き下げられたことを

受け、総務省、文部科学省が高校生向けの副

教材を作成するなど、主権者教育の関心が高

校では高まっていますが、さきにも申し上げ

ましたが、教育は地域住民にとって身近な行

政分野であり、市民のさまざまな意見に即応

できる体制でなければなりません。

今、１８歳選挙権に向けた義務教育段階９

年間を通しての学習内容は変わるのか、変わ

らないのか。変わるとすれば、どのように変

わるのか。新聞などで報じられている情報内

容に市民の皆さんが高い関心を持っていま

す。

主権者教育は、単に選挙に行かせる、投票

率を上げる選挙教育だけでなく、義務教育段

階９年間を通して、社会的自立と社会参画の

力を育む教育に、基本的な身近な政治学習の

対応が迫られ、これからは若者や子供たちに

対して、社会の一員としての自覚を促し、政

治への参加意識を高めるための主権者教育の

充実が重要となると考えますが、そこで、次
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の３点についてお伺いいたします。

１点目、公職選挙法の改正による選挙年齢

等の１８歳引き下げについて、市長の御所見

をお伺いいたします。

２点目、本市においては、今後、主権者教

育を義務教育や教育の中にどのように取り込

んでいくのか、お伺いいたします。

３点目、県選挙管理委員会や県教育委員会

の方針は示されているのか、また、市選管と

市教委が主権者教育に向け、どのように連携

していくのか、お伺いいたします。

以上、３点について執行部の御答弁をよろ

しくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの髙橋

武志議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの髙橋議員御質問の選挙問題につ

いての第１点目については私から、その他に

つきましては教育長並びに選挙管理委員長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

存じます。

公職選挙法等改正による選挙権年齢等の１

８歳引き下げについての所見についてお答え

をいたします。

今回の公職選挙法等改正によりまして、こ

れまでの２０歳以上から１８歳以上に選挙権

年齢が引き下げとなったことで、若者が政治

について、みずから考え、大切な１票を行使

する権利を得られたことは、若者の政治意識

が高まるよい機会として、すばらしいことで

はないかと考えているところであります。

また、若者が政治に関心を持ち、投票に参

加することで、みずからの責任において政治

に対する発言力を高めていく上でも、極めて

重要なことであると考えております。

このたびの選挙権年齢を１８歳以上に引き

下げる主な狙いは、若い世代の投票率が低い

ことなど、若者の声が政治に十分反映されて

いない現実に対応することと受けとめており

ます。このために、有権者としての自覚を養

い、市民と政治とのかかわりを教える主権者

教育というものが何よりも不可欠であると考

えております。

私といたしましても、今回の公職選挙法等

改正により、次の時代を担う若者が、社会や

政治に対して今まで以上に関心を持ち、積極

的に社会参加あるいは政治参加をする契機に

なればと大いに期待をしているところであり

ます。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 選挙問題の第２点

目、本市においては、今後、主権者教育にど

のように取り組んでいくのかについてお答え

いたします。

将来の有権者である子供たちに対し、公共

の精神や主体的に社会の形成に参画し、その

発展に寄与する態度を育成するという主権者

教育の理念はとても大切なものであり、学校

教育においても重視している指導分野の一つ

です。

小中学校においては、学習指導要領を踏ま

え、社会科を中心として、学級活動、児童

会、生徒会活動等も活用しながら政治的教養

を育む教育を行っております。

具体的には、小学校において、選挙は国民

や住民の代表者を選出する大切な仕組みであ

ることや、国民や住民は代表者を選出するた

め、選挙権を正しく行使することを考えさせ

る学習が行われています。

また、中学校においては、選挙についての

学習に加えて、国民一人一人が政治に対する

関心を高め、主権者であるという自覚を深

め、主体的に社会に参画することについて考

えさせる学習が行われています。

さらに、市内の中学校では、特別活動の中

で市選挙管理委員会から投票箱や記載台の貸

し出しを受け、生徒会役員選挙を行っており

ます。

教育委員会といたしましては、小中学校段

階から国家及び社会の形成者として必要とさ
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れる基本的な資質を養う教育の充実を図って

まいりたいと考えております。

次に、選挙問題についての第３点目、県教

育委員会の方針は示されているのかについて

お答えいたします。

今回の公職選挙法等の改正に際し、県教育

委員会は、方針として示してはおりません

が、選挙権年齢の引き下げに係る対応とし

て、平成２７年１０月２９日付、高等学校等

における政治的教養の教育と高等学校等の生

徒による政治的活動等についての文部科学省

通知文を、当市の教育委員会を通して市内全

小中学校に送付し、特に政治的教養を育む意

義及び指導上の留意事項等について周知を

図ったところです。

今後においても、学習指導要領に基づき、

選挙権年齢が満１８歳以上に引き下げられた

ことに留意しながら、子供の発達段階に応じ

た主権者教育を選挙管理委員会とさらに連携

を深めながら進めてまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） 選

挙問題についての第３点目、県選挙管理委員

会の方針について、また、市選挙管理委員会

と市教育委員会との連携についての質問にお

答えいたします。

県の選挙管理委員会においては、今のとこ

ろ、主権者教育に関する具体的な方針は示さ

れておりません。

現在、県の選管では、県の明るい選挙推進

協議会と協力して、県内の高等学校に対し、

選挙に関する出前講座を開催しております

が、その申し込み件数が過去３年間において

は年１校ずつでありました。

今年度につきましては、県選管から高等学

校に対する積極的な働きかけもあり、１２月

３日現在において、今後の開催予定を含め、

２２校、合わせて２６回となっているところ

であります。

このうち、県立三沢商業高等学校におい

て、来年２月と３月にそれぞれ１回ずつの出

前講座が開催される予定となっております。

小中学校向けの選挙に関する出前講座につ

きましては、市選管及び市の明るい選挙推進

協議会が主体となり、希望する学校に対して

行うことになっておりますが、今のところ開

催を希望する学校がないことから、実施には

至っておりません。

市選管では、学校現場における生徒会の役

員選挙において、依頼がありました学校に対

しまして、実際の公職選挙で使用する投票箱

や記載台の貸し出しを行っているというのが

現在の状況であります。

今後につきましては、出前講座の活用に当

たり、市教育委員会を通じまして、積極的に

働きかけを行ってまいるとともに、市教育委

員会と連携し、小中学生に向けた主権者教育

の充実を図ってまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 髙橋議員。

○２番（髙橋武志君） それでは、再質問を

いたします。

種市市長をはじめ教育長、選挙管理委員長

の御答弁をそれぞれの立場でいただきまし

た。本当にありがとうございました。

先ほども言ったように、教育は地域の皆さ

んが本当に関心を持っている行政分野であり

ます。いろいろなニュースが大きく、選挙、

主権者教育について取り上げられている中

で、１８歳選挙に向けた主権者教育、その中

でも１８歳教育について多くの課題も報じら

れております。

選挙改正法で主権者教育に地域住民が教育

内容に対して不安を抱いている、そういう

方々も多くおります。その課題解消や、課題

に対しての理解を求めることもまた必要だと

思います。そのためには、専門家だけで担う

のではなく、地域の住民の意見も踏まえて、

いろいろな意見に即応できる、そういう開か

れた行政の体制づくりもまた必要だと思いま
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す。

さっき、県のほうの指示が示されていない

という話でありましたけれども、そうすれ

ば、今までの事業はそんなに変わらないのか

なと。出前講座とか、そういうものはだんだ

んふえてきているというような答弁もござい

ましたけれども、教育のほうでは、政治的教

養を育む教育を一層推進していくのだと、そ

ういうような内容の答弁もございました。

小学校から中学校、９年間、この間に主権

者教育をどのようにして育てていくのかと、

今そのものが問われている段階でございま

す。

そういう意味で、教育委員会と選挙管理委

員会が、どのような形で教育のほうに連携を

組んで、例えば協定を結ぶとか、あるいはま

た、市としての副教材とか、そういうものを

つくって教育に取り組んでいく形がないの

か。その辺の市民に対するアピールと、ま

た、学校に対するアピールの仕方の考え方、

この辺を教育委員会のほうから、もし考えが

あれば一言お願いしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 小中で主権者教育

をどのような形で選挙管理委員会と連携をと

り、これから実施していくかと、このことに

ついてお答えいたします。

先ほどの答弁に加えまして具体的に言いま

すと、先ほどお話しした文部科学省の通知に

は、主権者教育の指導の留意として、個人の

主義・主張を避けて、政治的中立性を確認し

つつ、公正かつ中立な立場で指導することが

肝要であると、このようなことが指導者の留

意点として示されております。

具体的な実践例として、参加・体験型学習

という形をとる形が、小中学校においては発

達段階において必要ではないかと、こうも言

われております。

ただ、今、高等学校の段階で非常に議論が

進んでおりまして、来年度、仮称なのです

が、小中学校でいえば社会科、高等学校でい

えば公民の中で、この問題を取り扱っており

ます。今度、新科目として、公共という、い

わば主権者教育の理念である公共の精神の公

共です。公共という仮称新科目を今設定して

いる最中でございます。

それに沿って考えますと、今後、市として

も、参加・体験型学習には、ディベートと言

われる討論方式、ロールプレイという役割演

習、シミュレーションという模擬演技・模擬

体験、これには先ほど言った模擬選挙なり、

さまざまが含まれると思います。このような

手法を選挙管理委員会とも連携しつつ実行し

ていきたいなと、こう思っています。

ただ、何せ小学校、中学校の段階がござい

ますので、社会科で習っている事象の中での

実践と、または、主権者教育の具体的な指導

内容ということになると思います。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。

○選挙管理委員会委員長（石岡裕通君） 髙

橋議員の再質問にお答えいたします。

教育基本法第１４条第１項には、「良識あ

る公民として必要な政治的教養は、教育上尊

重されなければならない」と記されておりま

すが、このことは国家・社会の形成者として

必要な資質を養うことを目標とする学校教育

においては、当然要請されていることであ

り、日本国憲法のもとにおいて民主主義を尊

重、推進しようとする国民を育成するに当

たって欠くことのできないものであります。

今回、公職選挙法が改正され、選挙権年齢

が満２０歳以上から１８歳以上に引き下げら

れたことから、学校においては、政治的教養

を育む教育を一層推進し、生徒が有権者とし

て、みずからの判断で権利を行使することが

できるよう、具体的かつ実践的な指導を行う

ことが求められております。

市選挙管理委員会といたしましては、主体

的に社会の形成に参画し、その発展に寄与す

る態度を育成するという理念である主権者教

育は、高校からではなく、小中学校において
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も、その取り組みが必要であると考えてお

り、今、学校側に求められている具体的かつ

実践的な指導というものに対し、学校側と一

緒になって取り組んでいきたいと考えており

ます。

そのため、市教育委員会と連携をとり、市

の明るい選挙推進協議会の協力を仰ぎなが

ら、出前講座や選挙用備品等の貸し出しを通

じて、より積極的に小中学校からの主権者教

育の充実に努めてまいりたいと考えておりま

す。

以上です。

○議長（小比類巻雅彦君） 髙橋議員。

○２番（髙橋武志君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

大変私にも主権者教育、大変難しく、これ

からも勉強していきたいと、かように思って

おりますけれども。

今回、主権者教育、１８歳というものが施

行されましたけれども、農業委員会のほうの

協同組合法も今回改正されました。これは、

改正した理由というのが、農業の方々を、経

営を育てていくのだと。そして、地方自治体

の首長が委員を選任していくのだと。それ

で、農業の方々の意見と、また、消費者の意

見も入れながら、そして人を育てていくのだ

と。そういう改正が根拠にあるものと思いま

す。

そしてまた、６月には小中一貫性、教育法

も改正されました。私は、これは農業と小

中、人を育てるそのものの同じ立場で、多分

これも９年間の義務教育の中で系列的に、そ

れを６年生、３年生と、こういうシステムで

はなくて、小学校９年間でもいいのだと、そ

ういうような一貫性の法律だと思うのです。

それに、義務教育は人を育てるために非常

に重要な、そして行政もかかわっていかなけ

ればならない、そして地域の皆さんも一緒に

なって子供を育てるのだと、これが小中一貫

性の法律の改正の根本だと思っております。

そういう意味で、これから義務教育をみん

なで、行政も一緒になって育てていく、その

考えを持って、これからも頑張っていくこと

を申し述べて、一般質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、髙橋武

志議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第８０号から

日程第１７ 議案第９５号まで

○議長（小比類巻雅彦君） 次に、日程第２

議案第８０号平成２７年度三沢市一般会計

補正予算（第４号）から日程第１７ 議案第

９５号公の施設の指定管理者の指定について

（三沢市立中央保育所）までを一括議題とい

たします。

─────────────────

◎日程第１８ 議案質疑

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１８ た

だいま一括議題といたしました全議案に対

し、議案質疑を行いますが、通告がありませ

んので、議案質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第１９ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１９ 特

別委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、７名をもって構成す

る条例等審査特別委員会をそれぞれ設置し、

これに付託の上、慎重に行いたいと思います

が、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（小比類巻雅彦君） 御異議なしと認

めます。

よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数７名をそれぞれ

設置し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第８０号平

成２７年度三沢市一般会計補正予算（第４

号）から議案第８７号平成２７年度三沢市立
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三沢病院事業会計補正予算（第１号）までの

計８件を、条例等審査特別委員会には、議案

第８８号三沢市税条例の一部を改正する条例

の制定についてから議案第９５号公の施設の

指定管理者の指定について（三沢市立中央保

育所）までの計８件をそれぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第２０ 特別委員会委員の選

任

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第２０ 特

別委員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選し、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会を大会議

室、条例等審査特別委員会を第２会議室にお

いて、それぞれ願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。

午前１０時３３分 休憩

────────────────

午前１０時３８分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました２特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、加澤明委員。

副委員長、髙橋武志委員。条例等審査特別委

員会委員長、澤口正義委員、副委員長、奥本

菜保巳委員と、それぞれ決しました。

─────────────────

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、本日の

日程は終了しました。

なお、明日から１６日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１７日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１０時３９分 散会


